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環境（E）・社会（S）・ガバナンス（G）
を考慮した投資行動 ＝ ESG投資



2006年、国連の支援で策定

世界の1800以上の年金、保険、運用機関等が署名
（2018年）

事務局はロンドン。責任投資の推進活動。

１．ESG課題を投資の分析と意思決定のプロセスに組み込む。
２．積極的な株主となり、ESG課題を株主としての方針と活動に

組み込む。
３．投資先企業にESG課題に関する適切な情報開示を求める。
４．投資業界がこれらの原則を受け入れ、実践するよう促す。
５．原則の実施にあたって、効果が高まるよう相互に協⼒する。
６．原則の実施に関する活動と進捗について報告する。

（公的年金・政府系基金）
ノルウェー政府年金基金、ABP、PGGM（オランダ）、
AP1-AP4、AP7（スウェーデン）、ERAFP、FRR（フランス）、
CalPERS、CalSTRS、NY州年金基金、NY市年金基金（アメ
リカ）、イギリス環境庁年金基金、等

（企業年金）
BT、BP、ユニリーバ、BBC、M&S（マークス・アンド・スペ
ンサー）、シェル、アビバ、バークレイ、USS（大学教員
年金スキーム）、SAUL（ロンドン大学職員年金制度）

世界のPRI署名機関1867件、うちアセットオーナー364件
出所：PRIのHPより、一部抜粋、2017年11月28日現在



（年金等）
GPIF、企業年金連合会
セコム、キッコーマン、上智大学

（保険・金融）

損保ジャパン、太陽生命、日本生命、日本政策投資銀
行、大同生命、富国生命、第一生命、MS&AD、東京海
上日動、労働金庫連合会、かんぽ生命保険

日本のPRI署名機関59件、うちアセットオーナー16件
出所：PRIのHPより、一部抜粋、2017年11月28日現在

2015年9月、GPIF（年金積立金管理運用独立行政
法人）のPRI署名を機に、日本でも急速に進展
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除外（Exclusion)と売却（Divestment）
・非人道兵器など。国際的な規範への違反。
・化石燃料関連企業など、投資リスクを避ける。

スクリーニング
・ESGのレーティングを投資先の選別に反映

インテグレーション
・通常の財務分析の中でESG要因を考慮

エンゲージメント
・株主としてESGへの対応を要望。株主提案も含む。

2017年7月、GPIFが3つのESG指数を選定

国内株式の3％程度（1兆円程度）を組入れ

（運用資産総額約160兆円、うち25％が国内株式）

・FTSE Blossom Japan Index

・MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ指数
・MSCI日本株女性活躍指数（WIN)



EU：サステナブル金融ハイレベル専門家グループ 最終報告

（2018年1月31日）

2018年3月8日アクション・プランを公表。
HLEGの提言をほぼ採用。



（サステナビリティの定義）

サステナビリティ・タクソノミー（サステナブルとは何か）
の策定（アクション１）

（個人投資家向け）

投資アドバイスの際に、サステナビリティの選好を確認
することの義務化（アクション４）

（機関投資家向け）

機関投資家とアセットマネージャーがサステナビリティ
を考慮する義務の明確化（アクション７）

投資に対する考え方が進歩した

� 目先の利益だけを追求すること（短期主義）が、必
ずしも真の利益にならないことに気づいた
（例：リーマンショック）

環境・社会課題がいっそう深刻になった
� ESGへの対応が、実際に企業利益に直結するよう
になった ⇒ ESGは投資成果を改善する

� 環境や社会に配慮しないと、長期的な経済活動の
基盤が失われかねない ⇒ ユニバーサルオー
ナーの立場



ESG投資に傾く勢い（モメンタム）

プロセスからインパクトへ

サプライチェーンのESGリスクへの注目

毎年、九州に相当する面積の
森林が消失

生物多様性
先住民の権利・強制労働のリスク

世界の温室効果ガス排出の
10－15％は森林破壊に起因





� ブラジルで操業する、
大豆、牛肉、パルプ
関連企業の森林破
壊リスクの分析

� それらの企業に投
資する機関投資家
のリスクの分析

� 投資家がそのような
リスクをいかに管理
するかについての
提言

2015年9月、「国連持続可能な開発サミット」で、
『持続可能な開発のための2030年アジェンダ』を
採択。
� この中で「Sustainable Development Goals (SDGs)（持
続可能な開発目標）」を規定

� 17の目標と169のターゲット

� 国連加盟国は2030年までに貧困や飢餓、エネル
ギー、気候変動、社会の平和などの目標を達成す
べく努力する。

2015年12月、COP21でパリ協定に合意
� 平均気温の上昇を2℃を十分下回る水準に抑制

� 今世紀後半に実質CO2排出ゼロを目指す。



環境（自然資本）
が守られる

貧困・不平等が
ない

経済活動が安定
する

新しい資本主義のかたち
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